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最近の好景気を反映して，大学卒業予定者の企業の採用 nation relation) を表わす従属行列は， フアジイ 2 項

意意‘欲lは土ますます激しきを増してきている.好景景.気の時代 関係によつて閉区問[印0， 1口]のf値直で与えられる.本論文

に企業が望んでいる学生像とは，いつたい何なのであろ でで、は，企業の人事担当者が，学生を採用する際に考慮す

うか.このような漠然としたシステムをうまくとらえ， る諸事項の重要視する度合について取り上げ，アンケ一

その構造を明らかにすることは，現代社会にとつて無視 ト調査を行なつた結果から FSM 法を用い，それを分析

できない問題となりつつある. したケ一ススタデイについて述べたものである.なお，
、

従来のシステム lは土，目的が明確でで、技術的な問題解決の 本論文では紙数の関係で構造化技法とその特徴，およびび

みで構築されるものが多かつたのに対して，最近では価 FSM 法に関する詳細lはま省略する泊が" 構造化技法につい

値観の転換とともに， システム構築にあたつての社会 て lは土たとえば文献[口lし 2幻]を， FSM 法に関して Iは土文献

的.人問的なアプロ一チを要するものが増えてきた.特 [口3 ， 4伺]をそれぞれ参照されたい. また，本ケ一ススタ

に社会に関連するシステムの計画は，人間社会の複雑化 デイは平成7宏E年IωO月現在のアンケ一ト調査にもと Jづゴ丸L 、て

に伴い，問題が多岐にわたりかつ関係者の数も多くなつ 行なわれたものでで、あることを付記しておく.

たために，これらを分類整理し構造化していくための種

々の技法は必要不可欠なものになっている [1 ， 2J. 

システムの構造化を行なうとき ISM (Interpretive 

Structural Modeling) 法 [2J では要素の関係を表わ

せない場合が多い.ファジィ構造モデノレ (Fuzzy Strucｭ

tural Modeling: FSM) 法は，このような欠点を補

う意味で， ISM 法にファジィ集合論を用いて， ファジ

ィ構造を有する諸問題を階層構造化するための方法とし

て知られている口， 4J. この方法は ISM 法と比較し

て，利用上の制約を緩和し，多元値価値が錯綜するシス

テムの構造同定により有効とされている.

FSM 法は与えられたそれぞれの要素聞の関係の情報

を，階層配列のグラフ表示にするための手順を記述して

いる.これによって，階層を示すグラフの構造化を自動

的に行なうことができる.要素聞の従属関係(subordi-
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1. FSM法

システムの構造化とは，ある対象システムを構成する

と考えられる要素を適当な方法(たとえば， KJ 法， プ

レーンストーミング， DEMATEL 等)により抽出整理

し，ある文脈上の関係に対して抽出された要素を階層化

し，階層間および階層に属する要素間の従属関係を決定

し，それをグラフで表わすことである [3 J. 

対象システムを S={S\， S2... , sn} として，文脈上の関

係に対応して抽出された要素間のファジィ従属関係を

A=[aijJ i , j=I , 2,..., n (1) 

で表わす.ここで A は nXn の正方行列であり ， A の要

素 aiJ ，土，ファジィ 2 項関係

aij=!r(Si ， Sj)'O孟 aij~玉 i 。)

(fr: SxS• [O, IJ) 

によって与えられる.すなわち ， aij は要素 Si が Sj に

従属する“らしさ"を示すものである.

一方， S の要素がどの階層に属するか，また階層聞の

結合関係を与えるレベル集合として， “最上層レベル集

合 Lt(s)" ， “中間レベル集合 Li(s)" ， “最下層レベル集

合 Lb(S)" および“独立レベル集合 Lt.(s)" のそれぞれ

は次のように定義される.
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n n 
Lt(S)={Skl Vakj<p~玉 Va!k}

j=l 1=1 
(3) 

n n 
Lj(S)={Sklp~玉 Valk> ρz五 Vakj (4) 

!=1 J=l 

n n 
Lb(s)={Sk lエ a!k<恒Xfkj} (5) 

n n 
Lt,(S)={Skl Valkくp， VakJ<ρ} (6) 

l=l .1=1 

ただし，式(の~式(6)の“ Vaj/，を“max(ajj)" 意味

し， 嗣値p はあらかじめ与えられた半開区間 (0， 1 J 

の実数とする. また， レベル集合 Lb(S) に属する要案

内が従属する Lt(s) の要素の集合 B(stl からブロック

集合が定義される.すなわち，単一ハイアラーキ集合の

最上層レベル集合をプロック集合と L 、 L 、 Qj で表わし，

関係 QJ':;;.Lt(s) が成り立っている.同一プロック Qj に

属する要素について，要素聞の従属関係を示す行列をフ

ァジィ従属行列から構成する. このとき， 各プロック

に対応して構成された小行列を単一ハイアラーキ行列

Aψ と呼ぶ.

このようなレベル集合をもとにして， FSM 法による

構造同定は，次のような流れで進められる.

① 要素全体を最上層レベル集合，中間レベル集合，最

下層レベル集合，独立レベル集合に分ける.

②関係を持つプロック(単一ハイアラーキ)に分け

る.

③ 各プロックごとに階層間，階層内の要素聞の従属関

係を決定する.

④ 決定した従属関係を構造グラフに示す.

2. FSM法を用いたケーススタディ

2. 1 対象とするケース

企業の人事担当者が，学生(大学生)を採用する際に

考慮する諸要素聞の重要視する相対的な度合について注

目し，アンケート調査をもとにして，その構造同定を行

なう.ここて‘は，要素聞のファジィ従属関係を r-は~

より重要と考える」という，相対的な重要視の度合とし

て考えている.その度合を O から l までの実数値で回答

してもらうとともに，それをファジィ数として扱うもの

である.

この題材を取り上け.た最大の理由は，学生にとって就

職は非常に身近でかつ重要であり，結果についても比較

的考察しやすい点からきている.

2.2 学生採用の実態 [5 ， 6, 7J 

準備として，現在の学生採用の実態について考察す

自4 (40) 

る.平成 2 年 3 月卒業予定者の全上場企業における採用

計画は， 男子については， 全上場企業(1， 983 社)の

うち，平成 2 年卒業予定男子の採用予定が明らかにな

っているし 430 社の総採用予定人数は 7 万 8， 923 人であ

る.同企業の平成元年採用実績 5 万 9， 197 人と比較して

31. 7%の大幅な増加となっている.これに現時点(平成

元年 7 月)における採用数未確定企業 (553 社)の採用

予定数を今春の採用実績から推計し加算すると，上場企

業全体では約11万丸 000 人の雇用吸収枠を持つことにな

る.

一方，大学女子の採用予定数が明らかになっている

企業 1 ， 197 社の総採用予定数は l 万 4， 660 人である.ま

た，同企業の平成元年 3 月卒の採用実績は 1 万 2， 824 人

であり， 14.3%の増加となった.過去 3 年間の大学女子

求人の推移をみると，昭和63年卒の採用計画では検ばL 、

にとどまっているものの，その後は堅調に求人を伸ばし

ている.

平成 2 年 3 月卒大卒求人倍率調査によれば，平成 2 年

3 月卒大学(大学院)男子に対する民間企業の求人総数

は66万 6， 000 人と推計される.同年卒業の民間企業就職

希望者数は21万3， 000人と見込まれ，求人倍率は3. 12倍と

なった.平成元年度の求人倍率3.05傍を0.07ポイント上

回り，過去最高の求人倍率である.また 4 年制l大学女

子に対する求人総数は前年を33.1%上回り，初めて 10万

人の大台に乗せている.一方 4 年制大学女子の民間企

業就職希望者数は 6 万 8， 000 人と推計され，求人倍率は

1. 67倍で着実に増加している.

大学男子の求人総数を文科系と理科系に対する求人で

みると，文科系の 35 万 7 ， 000 人に対し，理科系が 30 万

9， 000 人で文科系求人総数の方が多くなっている. しか

し，学生数は理科系が少ないため，求人倍率では文科系

(2.89倍)を理科系 (3.44倍)が上回っている.

最近の採用試験は短期決戦が定着してきたせいか，面

接重視の傾向が強まっている. また，採用の傾向とし

て，学業成績が優秀な人材を求めるというよりは，学業

成績を 1 つの目安に置きながら人物本位で-選考にあたっ

ているといえよう.

2.3 アンケートの対象企業とその内容

2.2 で述べたような学生採用の実態を背景にして， 平

成元年10月に，企業 104 社に対してアンケート調査を行

なった.アンケートの対象企業は，筆者の 1 人が大学で

就職委員を務めたときに筆者と商談した企業の中からラ

ンダムに 104 社を抽出し，それらの約50%がL 、わゆるー
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<質問の項目>

l 大学名 7 協調性

2 大学在籍中の成績 8 明るさ

3 専門的な知識 9 パイタリティ

4 希望する仕事に対す 10 どこにでも転勤可能

る興味 11 グラブ活動

5 自分の考えを持つ 12 容姿端麗

6 体力

<回答用紙>

Sj 
τ 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

l 内\
2 内\
3 内\
4 ¥ 
5 ¥ 

8; 6 ト\
7 内\
8 ¥ 
9 ¥ 

内\
ーート

10 

11 

;十 ト\
12 区

図 1 質問の項目と回答用紙

部上場の大手企業で，残り 50%を中企業とした.これら

の企業は，理工系の学生を多く採用し，アンケートは人

事担当者に直接送付した.その結果，約50%のアンケー

トの回収率が得られた.回収したアンケートの約半分が

大手企業である.図 1 は，実際に企業に送ったアンケー

トの内容とその回答用紙である.対象とする要素は 12の

項目からなっている.

アンケートの回答の方法

図 1 に示す 12 個の項目 si(i=l ， …パ 2) に対して， す

べての一対 (Si ， Sj (i, j= 1,…, 12; i 手j))に注目し，そ

れを比較する.このとき ， si はりよりどの程度重要視

するかの度合を主観にしたがって，回答欄の要素 aij !こ

ファジィ値 [0， IJ を記入する.ただし aりは小数点

以下第 2 位の値とした.

2.4 実施したアンケート結果の構造同定

ここでは，アンケート結果とその構造同定について検

討する.後に述べるように，閥値 p=0.5 ， パラメータ

値 À= ー0.3 で構造同定を進める.

1992 年 2 月号

2.4.1 アンケートの集計結果

回収したアンケート 47個のサンプルの各企業のファジ

ィ従属行列を Ak=[at/JI2XI2(k= 1, 2，…， 47) とする.

Ak を

A=[向j]12XI2=[.E atjk/47]山12
'==1 

によって統合(平均化)した企業を代表するファジィ従

属行列として次のような結果が得られる.

SI S2 S3 S. S5 S8 S7 S8 S9 S10 Sl1 S12 

SI (.00.32.23.23.20.26.19.21.19.21.29.17 

S2 1.33.00.34.34.31 .38.30.31.29.31 .34.22 

S3 1.41.45.00.41.37.41.38.38.35.38.43.24 

S. 1.44.53.48.00 .44 .52.43.44.39.42.48.25 

S5 1.47.55.46.44.00.51.44.45.40.42.49.25 

A=  s61.31ω 37.35.35 ∞ 36.38.34.39.41.23\(7) 
ー.

S7 卜43.52.47.46.45.48.00.47.42.40.49.25

s81.45.50.48.44.48.47.45.00.41.42.46.25 

s91.53.61.56.52.53.54.53.52.00.49.54.26 

sI01.22.25.21.21.23.23.21.20.16.00.23.19 

sl1l.22 .25 .21.16.18.23.17.20.14.23.00.21 

S12 し07.06.04.04.04.05.05.04.04.06.07.00

ただし，対角要素 aii は便宜上 0 の数値を記入してお

く.以下，この式(7)をもとにして，文献 [3 ， 4J の方法

にしたがって FSM 法による構造問定を行なう.

2.4.2 アンケート結果の構造グラフ化

間値Pの値の決定:システムの構造化を一意的に行な

うためには，まず踊値 p の値を，ファジィ行列Aがファ

ジィ非反射律ファジィ非対称律を満たさなければならな

いことを考慮して決定する(証明は [3 J を参照). こ

こで，ファジィ非反射律を満たすとは， 't;f(s;.s;)ESXS 

に対して ， fT (s; , s;) 主却が成り立つことであり，ファジ

ィ非対称律を満たすとは， 't;f (s;.Sj)ESxS(i*j) に対

して ， fr(st. sj)<P あるいは fT(Sj. s;) <P の少なくと

もどちらか一方が成り立つことである.

調値ρ を設定するということは，それ以上の値は従属

関係があると見なし，それ以下の値は従属関係がないと

見なすという，境目を決めることである.これは構造グ

ラブのレベル数を変化させるということでもある.

式(7)の行列Aの場合は， p=0.45 であるとファジィ非

対称律が成立しない場合が出てくるので p=0.50 で構

造グラフ化を行なう.

構造問定:式(7)の行列Aから，次のような各レベル集

合に分解することができる.

最上層レベル集合: L t (S)={Sh S2, S3 , S6 , SII} 

最下層レベル集合: Lb(s)={S9} 
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中間レベル集合 : Lt(s)={九九， $7, 58} 

独立レベル集合 : L iS (s)={SIO , SI2} 

最上層レベル集合は 5 つの要素からなり，これらは他

の要素に与える影響はない.最下層レベル集合はただ l

つの要素らであるが， これは他の要素に最も影響力が

ある. 4 つの要素からなる中間レベル集合は，最下層レ

ベル集合からの影響を最上層レベル集合に伝える中間的

な存在であり，そして，独立レベル集合は，他のどの要

素に対しても独立で影響されないことを意味している.

このケースでは，ブロック集合 Q} は最上層レベル集

合と一致する.行列Aから不必要な行と列(最上層レベ

ル集合に対応する行，最下層レベル集合に対応する列，

独立レベル集合に対応する行と列)を削除すると，次の

ような新たな行列 A' が得られる.

SI S2 S3 S. S5 S6 S7 S8 Sl1 

s. (.44 .53 .48 .00 .44 .52 .43 .44 .48 

)
 

。
。(
 

n
y
 

A
守

-
戸
川
ノ

A
守• 4

・

A
守• l

 

r
「
ノ-

nu 

nH
>

-
d
T
 

d
守• r

0
 

4
守

-
F
hノ

F、J
• 

7' 
A
守
• 

5
 

ed 

A' =s71.43 .52 .47 .46 .45 .48 .00 .47 .49 

s81.45 .50 .48 .44 .48 .47 .45 .00 .46 

S9l.53 .61 .56 .52 .53 .54 .53 .52 .54 

一般に，行列 A叫〉のある行(列)が aZ3 主主P を満た

す単・要素 α;?〉だけを含んでいるならば， それをレギ

ュラ一行(列)という. レギュラ一行(列)は 5i と

5} の聞の一意的な従属関係を表わしている. レギュラ一

行(列)をグラフ上に置けば，その行(列)は行列 A<}l

から取り除くことができる.

これらのことから， 式(8)のらに対するレギュラ一行

は S7 と S8 であるので S2 に直接従属する要素を決定

するために， それらの行を取り除いて 52 列を次の式(9)

の演算で、置きかえる.

[a* ・2J=[a'2J^[a. 7 J ^ [a・ 8J

0.531 (0.651 (0.65 

(9) 

1. 00 

0.57 

式(9)のような演算を行なうと

いうことは，単一ハイアラーキ

行列 A<jl において ， Si に対す

るレギュラ一行を S) とすると

き ， [a'iJ を ra*. ;J で、置きかえ

ることにより ， Si Vこ直接従属す

図 2 構造グラフの る要素が，パラメータ A に依存

発展(その 1 ) して一意的に決定されるという

96 (42) 

ことを意味している(証明は [3 J を参照). ただし，

式(9)における a^b は min (a， b) を意味し，また，一

般にファジィ集合 A の要素とその補集合 A の要素はメ

ンパーシップ関係

ー一μd
(1防

!+À ・ μA

によって特性づけられる.式仙の分母の.l.(ー 1 く.l.<∞)

はパラメータであり， ここで・は ， À= ー 0.3 とする. 式

(10)は，ファジィ否定の一般的定義であると解釈でき.l

のf直を変化させることにより，いろいろな 7 アジィ否定

を定義できる.

これによって，行列 A1 が生成され図 2 の構造グラフ

の発展ができる.

51 52 $3 $4 $5 $6 $7 $8 511 

5.r.44 .53 .48 .00 .44 .52 .43 .44 .481 
1 ._ __ ., .• ^̂ _. .. ._ ô1 (11) 

A1=s51.47 .55 .46 .44 .00 .51 .44 .45 .491 

59l.53 .56 .56 .52 .53 .54 .53 .52 .54J 

レギュラ一行はないのでレギュラー列について考える

と， 59 に対するレギュラー列は 51， 58, $., $5, $7, $8, $11 

である. よって 59 行を次の式闘で置きかえると， 式(13)

の行列 A2 と図 3 の構造グラフの発展が生成される.た

だし，添字Tは転置行列を意味する.

図 3 構造グラフの発展(その 2 ) 

[a* ・9J=[a'9J^[亙..J^[亘 '5J

0.53) T rO. 65) T (0.62) T (0.531 T 

=10. 日 1 ^ 10.651 ̂  11. 001 = 10.53 (1幼

0.54 0.57 0.58 0.54 

0.53 0.65 0.65 0.53 

0.52 0.65 0.64 0.52 

0.54 0.61 0.60 0.54 

52 S6 

10530 珂
A2=5510.55 0.51 (13) 

s9l0.54 0.54 

式(13)において， レギュラ一行とレギュラー列がないの
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で S， 行を Su と S'B に分割してレギュラ一行を生成

すると，式(14)の Aa が得られる.

S2 S6 

s.A1t110o 0 0. 日 O 田A.= s,B 10. 00 0.51 
(14) 

s. 10.55 0.51 

S9 lO. 54 O. 54 

S2 に対するレギュラ一行が Su で S6 に対するレギュ

ラ一行がらB である . s， 列はないので置きかえせずに

おA 行とらB 行を削除して，式(15)の行列 A， と図 4 に示

す構造グラフの発展が生成される.

n
1
1出V

ぬ
5
5

n
U

ハ
u

r
コ

a
句

h・

5
5n

U
A
U
 

1
 

5

9

 

e

d

e

d

 

一
一

4
 

A
 

(1司

図 4 構造グラフの発展(その 3 ) 

式(1司は， レギュラ一行もレギュラー列もないので. S5 

行を分割してレギュラ一行を生成すると，式(16)の行列

A. が得られる.

S2 S6 

Su rO. 55 0.00) 

A ,=s5BI0.00 0.511 

S9 し0.54 0.54) 

式(1叫におけるレギュラ一行は S2 に対しておA で，

S6 に対してはおB である S5 列はないので置きかえせ

ずに S5 行を削除して，式(1司の行列 A6 と図 5 に示す構

造グラフの発展が生成される.

(1同

S2 S6 

A6=s.[0.54 0.54J (17) 

@ @  

図 B 構造グラフ (ρ=0.5. ，<=ー 0.3)

S2 , S6 である. さらに，独立レベル集合 S10 ， $12 を加え

て図自の構造グラフが完成する.

2.5 嫌造パラメータ λ を変えた場合

2.4 て、は， 構造パラメータの値を，<=ー0.3 として，

構造同定を行なった.構造パラメータを変化させるとい

うことは， グラフ全体の構造は変化させずに，従属関係

の記述のみを変化させるということである.

実際に，式(3) と同じ行列Aを』を変化させて構造グラ

ブ化を行ない結果を比較してみよう. ，<の値をー0.3 か

ら O. 引こして構造グラフ化を行なった結果が図 7 であ

る.図 6 と図 7 を比べると，違いは明らかである.図 6

の A の値が小さい場合は，従属関係が細かく表示されて

いる.

したがって，結果の解釈にあたっては，求めようとし

ている対象が“細部"にわたる従属関係を要求している

のか，あるいは“おおまかな"従属関係を要求している

のかを十分に見極めることが必要である.この点を配慮

して， このケースでは，<の値はー0.3-+0.5 の聞の

値が妥当であると考えられる.

@ @  

図 7 構造グラフ (p=0.5. ,< =0.5) 

2.6 11値p を変えた場合

蘭値pを変化させた場合の状況を見てみよう.紙数の

関係で途中の導出過程は省略するが，実際に，式(ηと同

じファジィ従属行列Aを閥値P を変えて . p=O.45. ,<= 

図 S 構造グラフの発展(その 4) 0.5 で構造同定を行なった結果を図 S に示す.

式(1甘からわかるように，レギュラ一行はないのでレギ ここで，図 7 と図 8 を比較してみよう.この 2 つの図

ュラー列について考えると . S9 に対するレギュラー列は は，構造パラメータ』の値は同じで，腐値ρ の値がそれ

1992 年 2 月号 (43) 町
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@ 

図 S 構造グラフ (p=0.45 ， ..1=0.5) 

ぞれ 0.5 と 0.45 にした場合の構造同定の結果である.

この違いは明確である.図 7 においては， レベルが最上

層レベル，中間レベル，最下層レベノ1.-，独立レベルの 4

つにしか分かれていない.これに対して図 8 では，図 7

と同様の 4 つのレベルに加えて，さらに中間レベルが 3

つに分かれており，全体では 6 つのレベルに分解されて

L 、る.

したがって，結果の解釈にあたっては，求めようとし

ている対象が“細かL 、レベル"を要求しているのか，あ

るいは“おおまかなレベル"を要求しているのかを見極

めることが必要である.この点を配慮して，このケース

で、は閥値 P は0.45-0.5の聞の値が妥当であると考える.

3. むすび

本論文では，企業の学生採用に関する意識調査を目的

として FSM法を用いたケーススタディを行なった.ア

ンケート調査をもとにして，調値ρ とパラメータ』が，

それぞれ(同p=O.5. ..1= 一 0.3 ; (b)P=O. 5, ..1=0.5; (c)p 

=0.45 , ..1 =0.5 の 3 つの場合について構造グラフ化を

行なった.これら 3 つの場合の結果に共通していえるこ

とは，企業はまず一番目に「パイタリティのある人間」

を望み，そのことが採用決定に一番影響をおよぼすこと

がわかった.二番目には「自分の考えを持ち，明るく協

調性のある人間J が望まれていることが明らかになっ

た.また， (a) と(扮の場合においては，二番目に「希望す

る仕事に対する興味」が付け加わってくることも見逃せ

ない結果であろう.現時点では，学生の就職活動ではこ

のような点を強調すると採用される可能性が高いという

ことではなL 、かと思われる.また， I大学名J や「在学

中の成績J は採用に関して直接的に強く影響しないとい

う結論も得られた.アンケートが技術系を多く採用する

企業を対象としたことが影響しているのかもしれない

が， これは， 2.2 で考察したように，現在の学生採用の

98 (44) 

実態をよく反映しているように思われる.また， (吋と (b)

の場合においては転勤可能であるJ ことや「容姿端

麗J であることは，他の要素に従属することなく独立し

ていて，これらは採用にあまり影響しないということに

なるが， (c)の場合には「転勤可能であること j が「バイ

タリティのある人間」に従属しているので，転勤可能で

あるということが，企業側にとって採用の時点である程

度考慮されていることがわかる.

同じアンケートを文科系の学生を多く採用する企業に

対して行なってみるのも興味深い.

女子学生の就職率が男子学生のそれに追いついたこと

が報じられている今日(平成 2 年11 月 6 日付読売新聞朝

刊)，本ケーススタディで得られた結果は現代の就職事

情を物語っているのではなL 、かと恩われる.

今回のアンケート調査は，郵送による方法で行なった

が，無効な回答もいくつかあった.かなり手間を要する

が，企業の人事担当者と直接話合いによってアンケート

を行なうと，さらに正確な結果が期待できるであろう.
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